
 災害時に県が応急仮設住宅として

借り上げ可能な
＊1

民間賃貸住宅 

大募集!! 

住宅要件 

契約の主な 
基 本 事 項 

① 原則として昭和５６年６⽉以降に建設されたもの 
② 家賃（⽉額）：９万円以内 
※ その他の費⽤の⾦額：災害時の国との協議等により決定します 

① 県、被災者、貸主による定期建物賃貸借契約 
② 契約期間：２年以内 
③ 費⽤負担＊2 

県   ⇒ 家賃、共益費、敷⾦、礼⾦、⽕災保険料、仲介⼿数料 
その他の契約に不可⽋な費⽤ 

被災者 ⇒ 電気・⽔道・ガス代、家賃に含まれない駐⾞場料⾦ 等

応急仮設住宅として提供可能な住宅の事前登録に、
ご協⼒をお願いします 
（⼊居を制限するものでは、ありません）

お問い合わせ先 
TEL：055-223-1730 
⼭梨県 県⼟整備部 建築住宅課 企画担当 

   県が家賃負担  空き住戸の活用 

＊1 被災者が選定し、県に対し借上げの申請をした住宅について、県が⼊居者要件、住宅要件等を審査の上、借り上げます。 
＊2 敷⾦は修繕に要した費⽤を退去後に負担します。仲介⼿数料は家賃 0.5 か⽉分＋税です。 
【注意】記載の内容は、今後の国との協議等により変更となる場合があります。 
【注意】サービス付き⾼齢者向け住宅については、別途基準があります。 
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＜⼭梨県居住⽀援協議会＞


